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誰が「不倫」をするのか

五十嵐　　　彰
要　約

配偶者とのみ性的関係をもつ，いわゆる「不倫」の禁止は現代の結婚制度の根幹を支える要素のひ

とつといえる．しかしながら，では誰が「不倫」をするのかを明らかにした日本の研究はほぼ見当た

らない．本稿では日本における「不倫」行動の規定要因を機会および夫婦間関係のフレームワークを

用いて検討した．分析結果から，労働時間や夫婦間関係の親密さ（会話頻度，セックスの頻度），子

どもの数は「不倫」行動の発生に効果を与えないことが示された．男女ともに効果のある変数は学歴

であり，高学歴になればより「不倫」しなくなるといえる．男性のみに効果のある変数は収入および

妻との収入差であった．男性は収入が上がれば，また妻の方が収入が高ければ「不倫」するようにな

るといえる．
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Abstract

Prohibition of in�delity, or extramarital sex, is a fundamental of the contemporary marital system. So, who 
commits in�delity? �ere are few empirical studies investigating this question in Japan. In this study, the deter-
minants of in�delity in Japan have been tested through the framework of opportunity and marital relationship. 
�e results show that labour time, intimacy of marital relationship, and the number of children are not associat-
ed with in�delity. Level of education is relevant for both males and females, with higher education reducing in�-
delity. Income and di�erence of income between males and females is relevant for males. Husbands are more 
likely to commit in�delity when their income is higher, or when their income is lower than that of their wife. 
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I.　問題設定

日本社会は「不倫」への関心に満ちている．毎
年のようにメディアは著名人の「不倫」を報道し
ており，一般大衆の「不倫」に対する興味も尽き
る様子を見せない（遠藤 2016）．しかしながら

「不倫」は単なるテレビの世界の出来事ではなく，
より身近にあるものともいえる．プレジデント紙
によれば 34.6％の男性と 6.0％の女性が，サガミ
社によれば24.8％の男性と14.0％の女性が「不倫」
を経験したことがあると回答している（プレジデ
ント 2009; 相模ゴム工業 2013）（1）．「不倫」研究
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が特に発展しているアメリカの結果と比較して
も，日本における「不倫」経験者の割合は決して
低くない（Tsapelas et al. 2011）．
そもそも「不倫」とは，既婚者が配偶者以外の
相手と性的関係を結ぶことを指す（2）．しばしば混
同されがちだが，「不倫」の主体は既婚者となる．
ここから，「不倫」は現代の家族形態に密接に関
わりをもつといえる．家族社会学における研究で
は，家族の一形態として近代家族を想定してきた
（山田 1994）．近代家族は性–愛–結婚の結びつき
を基礎とした家族であり， 婚姻後にも配偶者に対
する恋愛感情を維持し，それを一人に対してもつ
ことを前提としてきた（谷本・渡邉 2016）．こう
した近代家族は，婚外交渉にまつわる規範および
配偶関係の性的排他性に特徴づけられる．例えば
谷本（2008）は 90年代以降における恋愛関係の
外にある性交渉（「遊び」）の増加に言及する一方
で，安定した夫婦関係を維持するためにこうした
「遊び」は結婚後行われないことを指摘した．結
婚後はむしろ配偶者に対する恋愛感情を維持する
ことが望ましいとされており（谷本・渡邉
2016），夫婦間の親密さとそこから生じる性的排
他性を保つことに夫婦間の安定があるといえる．
こうした言説は，日本における「不倫」の捉え
方を如実に表している．すなわち，夫婦間の恋愛
感情を基にした情緒的結びつきが，「不倫」と
いった「遊び」に歯止めをかけ，夫婦間に安定を
もたらすという見方である．これは性–愛–結婚
のフレームワークに則った見方であり，こうした
結びつきの文脈で夫婦の性的排他性について言及
することは比較的一般的といえる（e.g., 筒井
2013）．こうした関連付けは，「不倫」を近代家族
の中に位置づけて理解する上で簡便である．なぜ
なら近代家族は，上述したように配偶者への恋愛
感情を基盤としており，そうした情緒的結びつき
の強固さが「不倫」を食い止めているからであ
る．すなわち，近代家族が想定する形態そのもの
に，夫婦間の恋愛感情という「不倫」と相反する
（と考えられる）ものが内包されているといえる．

しかしながら，こうした解釈は本当に成り立つ
のだろうか．言い換えると，夫婦間の親密な関係
性は本当に「不倫」と関わっているのか，そして
「不倫」はその他の，近代家族の埒外にある要因
によって決まらないのか．これらの問いに対し，
先行研究は答えを出しているとはいえない．例え
ばアメリカにおける「不倫」研究は40年以上の
蓄積がある一方で（e.g., Johnson 1970; Munsch 
2015），日本における研究はほぼ見当たらない
（e.g., 玄田・斎藤 2007）．日本人の「不倫」を研
究対象にする海外の文化人類学者や心理学者はい
るものの（e.g., Schmitt 2004; Moore 2010; Lin 2012），
包括的な規定要因の検討には至っていない．例え
ばMoore （2010）は日本人男性にのみ，Lin （2012）
は日本人女性にのみ焦点を当てて研究している．
加えて，「不倫」行動には男女差があるといわれ
ているが（Blow and Hartnet 2005），海外の研究者
による日本の「不倫」研究は片方の性に焦点を当
てるにとどまっている．そこで本研究は，日本に
おける「不倫」の規定要因とその男女差を探るこ
とを目的とする．
本論文の構成として，まず主にアメリカにおけ
る先行研究をもとに，「不倫」研究で用いられる
フレームワークである機会および夫婦間関係の議
論を整理する（e.g., Treas and Giesen 2000．本来な
らばこれに加え価値観が規定要因となっている
が，本研究はデータの限界から機会と夫婦間関係
のみを議論・分析する）．これにより，夫婦間の
親密さのみならず，その他の可能性についても柔
軟に検討することができる．その上でこれらのフ
レームワークに該当する変数とそれらの変数を用
いた先行研究を示し，本研究の操作仮説を提示す
る．仮説の検証のため，2005年に行われたWeb
調査をもとに男女別に分析し，規定要因の妥当性
について検討する．

II.　機会・夫婦間関係

以下では，分析に用いる機会と夫婦間関係それ
ぞれを簡単に記述した後，本研究での具体的な操
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作化について検討する．第一に機会だが，「不倫」
をするためには潜在的な「不倫」相手と遭遇する
機会，そしてそれを隠すことのできる状況が必要
となってくる．潜在的な「不倫」相手と遭遇する
可能性の高い場所に身を置く時間が高ければ，そ
れだけ遭遇確率を高め，「不倫」を開始しやすく
なるといえる（Atkins et al. 2001, 2005）．さらに，
「不倫」を開始したり，その相手と長期間関係を
維持するためには資源が必要となってくる．配偶
者から離れる時間に加えて，関係を維持するため
の費用が主な資源として研究されてきた．
次に夫婦間関係だが，これは主に夫婦間関係に
対するコミットメントを指す．Rusbult （1980）は
恋愛や婚姻関係をコミットメントとして解釈し
た．コミットメントは，関係から得られると期待
される充足感，関係に対する投資量，投資対象以
外の可能な選択肢の価値によって形成されてい
る．充足感や投資量が高く，投資対象外の選択肢
の価値が低い場合，投資対象に対して強いコミッ
トメントをもつといえる．「不倫」研究でもコ
ミットメント研究の理論を援用して，夫婦間関係
に対する満足度や夫婦の時間に対する投資量が増
えれば「不倫」をしなくなることを示している
（e.g., Rodrigues et al. 2017）．こうしたコミットメ
ントは，夫婦間の関係性が良好であることを指し
示し，谷本（2008）などが想定するように，「不
倫」と負の関連をもっていると考えられる．これ
に加えて，後述するが近年夫婦間の収入差に関す
る研究が注目を浴び始めている．これは特に夫の
男性性の欠如に密接に関わっているといえる．
以上の機会および夫婦間関係のフレームワーク
が日本でも当てはまるのか，以下ではそれぞれの
概念を変数として具体化し，先行研究と合わせて
考察する．

III.　規定要因についての先行研究と仮説

1. 機会
1） 労働時間
「不倫」相手と遭遇する確率が高い場所に比較

的長時間身を置くこと，もしくは配偶者がいる場
所から離れることが「不倫」をする上で必須の条
件といえよう（Atkins et al. 2001, 2005）．配偶者か
ら離れていればより「不倫」をしやすくなること
が計量研究から明らかにされており（Atkins et al. 
2005），特に自身が働いて配偶者が家にいる状況
が最も「不倫」の発生に効果がある（Atkins et al. 
2001）．多くの場合「不倫」は職場の同僚を相手
に行われており（Glass 2003），職場における滞
在時間が重要な要因といえる．「不倫」相手を見
つける，または配偶者から離れるという意味で労
働時間が長ければそれだけ「不倫」をしやすくな
る．男性の方が「不倫」をしやすいという一般的
な傾向を，男性の労働時間の長さと結びつけて解
釈する研究もある（Greeley 1994）．これらの研究
から，潜在的な「不倫」相手を探す場所における
滞在時間の長短が「不倫」を左右するといえる．
本研究では，労働時間を用いてこの点を検証す
る．すなわち，「労働時間が長ければ，より「不
倫」しやすくなる」（仮説1）との仮説を検証す
る．

2） 収入
収入と「不倫」の関連は，研究の蓄積が多く結
果も比較的一貫している．収入と「不倫」とは正
の関連にあり，個人の収入が増えると「不倫」を
よりしやすくなる．Atkins et al. （2001）は収入と
「不倫」の関連を，費用と権利意識として解釈し
ている．彼らによれば，「不倫」といった秘密の
関係を維持するには金銭的な手段が必要であり，
高収入であればそれだけ維持をしやすくなる．加
えて高収入はしばしば権力と結びつき，潜在的な
「不倫」相手にとって魅力的に映ることとなる．
既婚者向け出会いサイトであるAshley Madisonの
使用者に限定した分析では，収入が上がればそれ
だけサービスへの課金をする傾向にあることを示
しており（Chohaney and Panozzo 2018），収入は
「不倫」相手を探す際の投資としても機能してい
る．収入と「不倫」の関連は日本でもみられてお
り，日本人を対象にした調査でも年収が上がれば
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「不倫」をしやすくなると示されている（玄田・
斎藤 2007）．

Atkins et al. （2001）や玄田・斎藤（2007）は男
女をまとめて分析しているが，男女別に分析した
研究では男性にのみ収入と「不倫」の間に正の関
連を示している（e.g., Allen et al. 2005）．「不倫」
を含む男女間の交際関係において，男性の方が金
銭的な負担を負いやすいことを山田（1999）は論
じている．中村・佐藤（2010）はこの傾向を恋人
の有無において示しており，収入が高ければ交際
相手がいる確率が高くなる（年収100万円未満と
年収 1000万円以上の間には 22.5倍の差がある）
が，その傾向は男性にのみ見られている．これに
加えてBrand et al. （2007）は男性は“質より量”
戦略を取るとし，「不倫」相手との関係性を問わ
ず機会があれば「不倫」をすると論じている．他
方で女性は相手との関係性を重視するため，必ず
しも機会に応じた行動は取らない．これらの研究
から，収入は「不倫」の機会を拓くが，その効果
は男性にのみみられるといえる（仮説2）．
2. 夫婦間関係

1） コミットメント
コミットメントは複数の側面から操作的に定義
され，夫婦関係への満足度（�ompson 1983; Mark 
et al. 2011），セックスの頻度（�ompson 1983; Liu 
2000），会話頻度（Allen et al. 2005）などが用いら
れてきた．これらの変数と「不倫」との負の関連
は比較的一貫して示されており，日本でも親密さ
に重きを置いた議論がなされている（筒井 2013）．
これらの変数が「不倫」に与える影響の妥当性を
示すことが，先行研究が想定する夫婦間関係と
「不倫」の関連を示すことにつながると考えられる．
これに加えて，子どもの有無や人数（Liu 2000）
なども重要な夫婦関係の規定要因といえよう．日
本では「子はかすがい」というように，子どもの
存在が夫婦間関係を取り持つものとされてきた．
コミットメントに照らし合わせると，子どもの存
在は関係（夫婦関係というよりは家族関係）に対
する投資量といえる．子どもがいることで家族関

係に対する金銭的・時間的投資量は飛躍的に増加
し，また夫婦関係以外の選択肢を心理的に選びに
くくなるといえる．データの制約からすべての先
行研究を本研究で検証することはできないが，会
話の頻度，セックスの頻度，子どもの有無がそれ
ぞれ「不倫」と負の関連をもつと予想する（仮説
3, 4, 5）．

2） 収入差
収入の効果については前項ですでに述べた．そ
こでは個人の収入の多寡に着目したが，収入の夫
婦間格差が夫婦間関係を形成する場合もある
（e.g., 例えば夫婦間収入と階層帰属意識であれば

Yamaguchi and Wang 2002）．「不倫」研究におい
て夫婦間の収入格差に注目した研究者はMunsch 
（2015）が管見の限り唯一である．Munschは社会
的アイデンティティ論を理論的背景に，個人は自
身のアイデンティティと整合的な行動や環境にあ
ることを望むとした．夫にとって一家の稼ぎ手で
あることは自身の男性アイデンティティと整合的
であり，他方で妻の収入の方が高い場合自身の男
性アイデンティティが脅かされるという認識をも
つ．結果自身の男性性を回復させるため，男性は
「不倫」といった男性性を表出できる行動に走る
という（Willer et al. 2013）．Munsch （2015）はこ
の論をアメリカのデータを用いて実証的に示して
いる（3）．
男性性に関する議論は環境に依存しており，日
本でこの議論がそのまま当てはまるかは考察する
必要があるだろう．日本はアメリカと比較してよ
り性別役割分業が強い社会といえるだろうが（内
閣府男女共同参画局 2007），そのような環境で男
性性が欠如した場合に二つの帰結が考えられる：
1）アメリカと同様かより強く男性性の回復に走
る，もしくは2）男性性を否定するような行動に
出る．1の可能性は特に失業と自殺に関する研究
にみられる．Lester et al.（1992）は日米を比較し，
不況時に日本人男性の自殺のみが増加し，その他
アメリカ人男女，日本人女性の自殺率は増加しな
いという傾向を見出した．著者らはこの結果を，
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日本ではアメリカよりも性別役割期待が高く，そ
のため日本人男性がもつ自身の男性イメージと社
会における男性役割期待との齟齬が日本人男性の
自尊感情を著しく低下させ，自殺につながると解
釈した．

2の可能性について，社会における男性に対す
る要求と自身の状態が異なる場合，認知的不協和
が生じ，その解消のために自身の性別役割分業意
識を減じるという研究結果がある（島・賀茂
2016）．本研究のテーマに即して言えば，夫の収
入が低い場合，男性アイデンティティとの間に不
協和を感じ，アイデンティティ自体から距離を置
く，すなわちより「不倫」しなくなるという可能
性が考えられる．文化人類学における研究はこの
予想を裏付けており，高齢になれば夫は妻により
依存的になり，その結果「不倫」をしなくなるこ
とを示している（Moore 2010）．これらの研究か
ら，収入差は男性のみに効果があると考えられる
が，その効果の方向性は正負両方ありえるといえ
る（仮説6a, 6b）．

IV.　データと変数

1. データ
本研究では朝日新聞社AERA編集部によって実

施された「仕事とセックスに関する調査」を用い
て分析する．同調査は 2005年に行われたWeb調
査で，委託先のインフォプラントがもつモニター
を対象に，既婚／同棲であり現在働いているサン
プルに対してランダムに質問紙を配布している．
2,620人に質問紙を配布し，そのうち800人から回
答を得ている．20代から50代までの各世代から
男女各100人ずつ，計800人が回答している．集
計は性別比率が1 : 1になることを，また年代に関
しても 1 : 1 : 1 : 1になるように設計されている．
本研究ではこのうち既婚者のみ（N＝770）を対
象にして分析を行った．
2. 従属変数
従属変数は現在の「不倫」状態である．「あな

たは，いまのパートナー以外とのセックスを」と

いう質問に対して，「している」「したことがある
（今はしていない）」「していない」という選択肢の
内から一つを回答させている．それぞれのNは57, 
372, 371であった．ここで，「したことがある（今
はしていない）」の回答について，結婚後にして
いたのか，結婚前にしていたのかがこの質問では
特定できないという問題がある．仮に結婚後に
「していたが現在はしていない」とすると，先述し
た「不倫」割合と比較して，本サンプルの「不倫」
割合はあまりに多い（i.e., 全体の53.6％）．そのた
め大部分はこの質問を結婚前の行動も含めた質問
として解釈していると考えられ，この選択肢を選
んだ人は「不倫」をしていないといえる．しかし
ながら一方で，結婚後にも「不倫」を「していた
が現在はしていない」人も同様にこの選択肢を選
んでいる可能性がある．おそらく確実にいえるの
は，現在「不倫」をしている人は（正直に回答し
ていると仮定して）必ず「している」を選んでい
るということである．そのため本研究では「して
いる」を1，「していたが現在はしていない」と
「していない」を0とするロジスティック回帰分析，
および「していない」と比較した場合の多項ロジ
スティック回帰分析を行う．双方の結果を比較
し，より安定性がみられる結果の提示を行う．
3. 独立変数
機会，価値観，夫婦間関係を以下のように操作
的に定義する．まず機会は労働時間と収入によっ
て操作化する．収入は回答者の年収についての質
問によって測定し，9カテゴリの選択肢から一つ
選ぶようになっている．選択肢の下限は「100万
未満」，上限は「1500万以上」であり，カテゴリ
の範囲の中間値の対数をとって連続変数として分
析する．労働時間は「あなたの1週間の労働時間
は平均すると」という質問に対し，「20時間以下」
から「61時間以上」の6カテゴリで質問している．
この変数も同様に，カテゴリの範囲の中間値を
とって連続変数とした．
夫婦間関係の投資はセックスの頻度，会話頻

度，子どもの数で操作化する．セックスの頻度は



190

「パートナーとのセックスの頻度は，平均すると」
という質問に対する回答を用いている．上限が
「週に3回以上」であり，単位を年間の回数とし
て標準化し連続変数として分析する（4）．会話の頻
度は「平日，パートナーと会話する時間は1日に」
という導入の後7つの選択肢が提示されている．
下限は「まったくない」，上限は「8時間以上」
であり，それぞれの選択肢の中間値として再コー
ドし連続変数として扱っている．これに加えて，
子どもの数も関係を長期的に続ける要因として機
能すると仮定し，モデルに投入する．子どもの数
は，「あなたとパートナーとの間の子どもの人数
は」という質問に対し，0から4人以上のカテゴ
リで回答を得ている（5）．
収入差は「あなたとパートナーの収入の差は」

という質問に対し，「自分の方が倍以上多い」「自
分の方が倍まではいかないが多い」「パートナー
に年収はない」「だいたい同じ」「パートナーのほ
うが倍以上多い」「パートナーのほうが倍までは
いかないが多い」から選択している．サンプルサ
イズの関係から，最初の二つの選択肢を「配偶者
のほうが収入が高い」，最後の二つの選択肢を
「自分の方が収入が高い」としてまとめている．
「自分の方が収入が高い」カテゴリを参照とし，
「配偶者の収入のほうが高い」「だいたい同じ」カ
テゴリの「不倫」行動に対する効果を検証する．
これらの主な独立変数に加え，年齢と最終学歴を
制御変数として投入する（6）．

V.　結果

表 1に男女別の記述統計を提示する．「不倫」
をしている割合は男性の方が多く，全体の9％で
ある．しかしながらこの値は全国統計と比較して
少ない．また収入差だが，確かに男性のうち配偶
者のほうが高いという個人は少ないものの，分析
上問題になるほどの割合ではなかった（Heinze 
and Schemper 2002）．
表2に男女別の二項ロジスティック回帰分析（1
をしている，0をそれ以外）の結果を示す．夫モ

デルの結果から，収入の絶対値は「不倫」行動と
正の有意な関連をもっていることが示された（7）．
次に夫婦間収入格差だが，「配偶者の収入と同程
度」カテゴリと「配偶者の収入のほうが高い」カ
テゴリは両方とも正の有意な効果をもってい
た（8）．オッズ比を見ると「配偶者の収入のほうが
高い」カテゴリの方が「自分の方が高い」カテゴ
リと比べて「不倫」確率が高く，これは理論的予
測に適っているといえる．会話頻度は「不倫」行
動と負の有意な関連をもっていたが，それ以外の
要因，すなわち年齢，労働時間，セックスの頻
度，子どもの有無は有意な関連をもたないことが
明らかとなった．学歴に関して，高卒と比べて，
短大・専門学校卒，大卒カテゴリは「不倫」と負
の関連をもっており，加えて大卒のほうがオッズ
比が低かった．
妻モデルでは夫モデルと比較して少ない規定要
因を特定するに留まっている．妻モデルでは学歴
のみが「不倫」の抑制要因として負の有意な効果
を持ち，それ以外の変数は有意ではなかった．
次に多項ロジスティック回帰分析の結果を表3

表1　男女別記述統計

男性 女性

M （S.D.）/％ M （S.D.）/％

労働時間 47.747 （9.643）29.714（14.676）
収入 15.487 （.485）14.246 （.957）
最終学歴
高卒 28.351％ 31.392％
短大・専門学校卒 13.660％ 37.722％
大卒 57.990％ 30.886％
会話時間 1.933 （1.578） 2.042（1.572）
セックスの頻度 25.420（33.756）22.866（31.411）
子どもの数 2.422 （.957） 2.334（1.076）
配偶者との収入差
自分の方が高い 90.104％ 9.067％
同じくらい 5.729％ 9.845％
配偶者のほうが高い 4.167％ 81.088％
年齢 40.129（11.171）40.013（11.251）
配偶者以外とのセックス
していない 36.856％ 55.443％
している 9.021％ 5.063％
過去にしていた 54.124％ 39.493％
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に示す．この分析では参照カテゴリを「（今の
パートナー以外とのセックスを）していない」と
し，「不倫」経験に対して独立変数が与える効果
を検証した．男性モデルの結果はほぼロジス
ティック回帰分析と同じであったが，表2と異な
り会話頻度は「不倫」経験と有意な関連をもたな
かった．女性モデルも同様に，大幅な結果の変化

はないといえるだろう．しかしながら女性モデル
では，年齢が負の有意な関連をもっていた．ここ
から，年齢が上がれば「不倫」をしなくなるとい
える．
多項ロジスティック回帰分析で，参照カテゴリ
を「していない」とした場合の，「していたが現
在はしていない」カテゴリの規定要因も同時に分

表2　二項ロジスティック回帰分析

男性 女性

B （S.E.） オッズ比 B （S.E.） オッズ比

労働時間 .037 （.024） 1.038 .009 （.021） 1.009
収入 2.563*** （.696） 12.976 .270 （.347） 1.310
最終学歴（ref. 高校）
大学 －1.523** （.457） .218 －1.421* （.695） .241
短大・専門学校 －1.172† （.670） .310 －1.207* （.578） .299
会話時間 － .310† （.182） .733 － .307 （.222） .736
セックスの頻度 － .009 （.088） .991 － .021 （.015） .979
子供の人数 .255 （.234） 1.290 .147 （.271） 1.158
配偶者との年収差
（ref. 自分の方が高い）  
配偶者のほうが高い 2.904*** （.800） 18.247 － .041 （.851） .960
同じくらい 1.479* （.740） 4.390 － .991 （1.301） .371

年齢 － .026 （.025） .974 － .038 （.027） .963
N＝384 N＝386

†p＜.10, *p＜.05, **p＜.01, ***p＜.001

表3　多項ロジスティック回帰分析

「している」vs. 「していない」 「していたが現在はしていない」vs. 「していない」

男性 女性 男性 女性

B （S.E.） オッズ比 B （S.E.） オッズ比 B （S.E.） オッズ比 B （S.E.） オッズ比

労働時間 .037 （.025） 1.038 .006 （.021） 1.006 .000（.012） 1.038 .006（.021） 1.006
収入 2.862***（.718） 17.499 .286 （.352） 1.331 .480†（.267） 1.617 .024（.156） 1.025
最終学歴（ref. 高校）
　大学 －1.633**（.489） .195 －1.524*（.707） .218 － .173（.267） .841 － .241（.294） .786
　短大・専門学校 －1.491* （.704） .225 －1.223*（.590） .294 － .530（.367） .589 － .027（.273） .974
会話時間 － .246 （.189） .782 － .312 （.224） .732 .099（.076） 1.104 － .015（.074） .985
セックスの頻度 － .010 （.008） .990 － .022 （.015） .978 － .001（.003） .999 － .001（.004） .999
子供の人数 .310 （.247） 1.363 .175 （.276） 1.191 .089（.129） 1.093 .054（.124） 1.055
配偶者との年収差
　（ref. 自分の方が高い）
　配偶者のほうが高い 2.942**（.876） 18.946 .006 （.865） 1.006 .045（.628） 1.046 .113（.417） 1.120
　同じくらい 1.469† （.794） 4.345 － .741（1.319） .477 － .013（.492） .987 .557（.511） 1.745
年齢 － .027 （.026） .973 － .060*（.028） .942 － .002（.012） .998 － .052*（.012） .949

†p＜.10, *p＜.05, **p＜.01, ***p＜.001
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析した．表3に示したように，男女ともに投入し
たほぼすべての独立変数に効果がなく，男性では
収入が，女性では年齢が効果を持つのみだった．
そのため，「していたが現在はしていない」「して
いない」は表2のように一つのカテゴリとしてま
とめて問題ないと考えられる．ただ本研究ではよ
り安定性が見られる結果に基づいた結論を出すこ
とを目指すため，多項ロジスティック回帰分析と
二項ロジスティック回帰分析双方で従属変数と有
意な関連をもつ変数のみを取り上げて考察する．
夫にとっての会話頻度，妻にとっての年齢の効果
については，将来の研究において検討されるべき
課題といえる．
以上表2と表3の結果をまとめると，夫は収入
が高ければ，そして夫よりも妻の収入が高ければ
「不倫」をするようになるといえる．学歴が高く
なればなるほど，「不倫」をしなくなる．他方妻
には収入の効果がみられず，学歴のみで「不倫」
行動が規定されているといえる．

VI.　考察

本研究は，日本における「不倫」の規定要因と
その男女差について検討することを目的とした．
特に先行研究では夫婦間関係の良好さが注目を浴
びていたが，本研究ではその他の可能性について
も言及し，広く規定要因を探った．Web調査で得
られたデータを元に分析した結果，男女に共通す
る要因は学歴であり，「不倫」を抑制する効果を
持つことが明らかとなった．男性にのみ収入の効
果がみられ，収入が上がれば，また妻と比較して
夫の収入が低ければ，より「不倫」しやすくなる
ことも明らかとなった．また労働時間，会話頻
度，セックスの頻度，子どもの数は「不倫」に効
果を持たないことも示された．
機会および夫婦間関係というフレームワークを
もとに先行研究の整理・分析を行ったが，日本で
は必ずしもこれらのフレームワークがそのまま当
てはまるわけではないといえる．一部の変数が有
意な効果を持ち，また予想された効果と正反対の

結果を示す変数もあった．まず機会について，収
入と労働時間を用いて操作化した．男性にとって
収入が上がればより「不倫」しやすくなるという
結果が出たが，これは「不倫」関係において男性
が金銭的に女性を主導するためと考えられる．
「不倫」関係を秘匿するための金銭的な支持があ
り，また金銭的な魅力から女性をより惹きつけや
すく，その結果高収入の男性であればより「不
倫」をしやすくなるといえる．
他方，アメリカにおいて効果を持つと指摘され

てきた労働時間は男女ともに効果を持たなかっ
た．佐野と大竹（2007）はアメリカと日本で労働
時間と幸福度の関連を分析し，日本では労働時間
が長ければ幸福度が下がるのに対し，アメリカで
は有意な関連がないことを示した．ここから，仮
に日本・アメリカ間で職場における「不倫」の機
会が同じだったとしても，アメリカでは労働時間
の増加に伴い「不倫」をするような精神的余裕を
失わず，時間と「不倫」とが関連をもつといえ
る．他方で日本では労働時間の増加が機会をもた
らすと同時に労働外の活動をする余裕を失わせ，
結果として効果が打ち消しあって有意差がでな
かったと考えられる．
日本の先行研究（谷本 2008; 谷本・渡邊 2016; 
筒井 2013）では，夫婦間の情緒的結びつきと
「不倫」との関連が重視されてきた．しかしなが
ら，会話頻度やセックスの頻度といった夫婦間関
係の充足感としてのコミットメントは，「不倫」
行動とほぼ関連をもたなかった．会話頻度につい
ては今後データを精緻化した上で再度検討する必
要があるものの，どちらにしても学歴や収入と比
べて安定的な結果ではないといえるだろう．有意
差が得られなかった理由の一つとして，日本の夫
婦は，配偶者との関係から得られる充足感と，結
婚の機能的な側面を切り離している可能性が考え
られる．伊藤ら（2015）は結婚コミットメントの
構造を分析し，離婚や再婚の“面倒くささ”や結
婚そのものに対する諦め，結婚の経済的な必要性
から構成される，結婚の「諦め・機能」的な側面
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を抽出している．これは情緒的なコミットメント
（i.e., 関係の充足感）とは異なる因子であり，加
えて欧米では観測されていない．こうした構造が
背景にあると仮定すると，配偶者から充足感が仮
に得られなかったとしても，「諦め・機能」的側
面を重視していれば，結婚生活を脅かすような行
為を必ずしもしないだろう．次に，子どもの有無
も「不倫」に有意な効果を持たなかった．日本で
は育児に関する夫婦負担の割合が極端に偏ってお
り（久保 2007），子どもの有無がコミットメント
として働かない可能性が指摘できるだろう．まと
めると，コミットメントが効果を持たない背景に
は，アメリカ社会とは異なる，日本社会に特有の
結婚や子どもの位置づけがあるといえる．
唯一男女ともに抑制効果があったのが学歴で
あった．高学歴であり社会経済的地位が高ければ
自身の評判を気にして「不倫」をしなくなるとも
解釈できるが，収入を制御した上でも学歴の負の
効果が得られているため，学歴によって得られる
価値観・規範の形成による効果のほうがよりあり
得そうな解釈だろう．アメリカの研究では，教育
レベルが「不倫」を助長するという結果がより大
勢といえる（e.g., Allen et al. 2005）が，他方で本
研究の結果から，日本では学歴が上がるにつれて
より道徳的な規範を重視するようになったと考え
られる（鈴木 1991）．学歴の効果については国家
間での差異が明らかな一方でその背景については
明確ではないため，さらなる研究が必要とされて
いるだろう．
最後に，配偶者の年収が自身と比較して高けれ
ば，男性はより「不倫」をするようになることが
示された．仮説では二つの可能性を提示したが，
日本においてもアメリカと同様，夫の収入が低い
場合にはより「不倫」しやすくなるといえる．先
行研究から，この結果は夫が男性性の欠如を感
じ，それを埋め合わせるために「不倫」に走るよ
うになったと解釈できる．男性にとって収入は二
面的な意味を持ち，収入の上昇が「不倫」の機会
を上昇させる一方で，配偶者よりも自身の収入が

低い場合より「不倫」をするようになる．これら
の結果は一見矛盾しているようにも捉えられる
が，夫の収入がいかに高くとも，主な稼ぎ手とし
ての地位が妻の収入によって脅かされることに変
わりはない．そのため，収入の絶対値と妻との収
入格差とは独立して「不倫」行動に影響を与える
といえるだろう．
本研究の限界として，サンプルの代表性が挙げ
られる．配偶者／同棲相手がいて働いている男女
を対象にしており，またWeb調査会社がもつサ
ンプルをもとに回答者にリーチしている．加えて
年齢や性別はそれぞれ集団間比率が同一になるよ
うに設計されており，必ずしも日本の人口を代表
しているわけではない．そのため本研究を日本全
体の「不倫」行動傾向として一般化することは困
難であると思われる．より代表的なサンプルの収
集が今後の「不倫」研究に求められる課題である
といえる．しかしながらこのようなWeb調査に
も利点があり，「不倫」のような社会的に望まし
くない行為についてよりよく回答を得られると考
えられる（Kreuter et al. 2008）．二点目の課題とし
て，質問のワーディングが挙げられる．質問紙の
設計上パートナー以外とのセックスの経験につい
て時期を特定することが困難であるため，その経
験が結婚前か後かが明らかでなかった．本研究で
は現在「不倫」をしているか否かで分析を行った
が，この結果結婚後「不倫」を過去にしたが現在
はしていない個人を分析から取りこぼすことと
なった．三点目の問題として，「不倫」の規定要
因のひとつである，不倫に関する価値観を操作化
できなかった点が挙げられる．加えて，本研究で
は男女間の収入差が男性に対し大きく効果をもっ
たが，このメカニズムとして性別役割分業に基づ
く信念を想定することができる．しかしながら本
研究ではデータの限界から性別役割分業の効果に
ついて分析することができなかった．今後の研究
では，不倫に対する価値観に加え，性別役割分業
意識を投入した分析が求められるだろう．
分析上の課題に加え，本研究では取り扱うこと
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ができなかった実質的な課題について検討する．
本研究では既婚者のうち「不倫」をする個人に焦
点を当てたが，「不倫」相手に関する研究の蓄積
はアメリカでも少ない．日本では「不倫」相手も
（もしくは「不倫」相手のほうが）世間的な注目
をあびるため，彼／彼女らに対する研究も必要と
なるだろう．次に，「不倫」は既婚者が行うもの
である以上，夫婦間の差異についてより深く理解
する必要があるだろう．本研究では収入のみを
扱ったが，それ以外にも学歴差や可処分時間の差
についても今後は分析する必要がある．三点目と
して，先述したように「不倫」行動と性別役割分
業とは密接に関わっており，このことからも「不
倫」行動の国際比較は重要な課題といえる．
Schmitt（2004）は「不倫」に関して大規模な国
際研究を行っているが，基本的にパーソナリティ
について研究しており，社会経済的変数について
はあまり関心を払っていない．社会環境の変化が
「不倫」の頻度や規定要因と「不倫」との関連に
及ぼす効果についてはより多くの研究がなされる
べきだろう．
こうした限界はあるものの，本研究が日本で数
少ない「不倫」研究であることは疑い得ないだろ
う．本研究の分析から，夫婦間関係への充足やコ
ミットメントなどではなく，男性性の欠如や収入
が生む機会に反応して「不倫」を行うことが明ら
かとなったが，これらは夫婦間関係の情緒的結び
つきとは独立した動機と捉えることができる．近
代家族を特徴づける性 -愛 -結婚の関連の一部は，
夫婦間の情緒的結びつきが性的排他性を担保する
という言説として展開されてきたが（谷本 2008），
本研究の結果からこの関連は必ずしも首肯できる
ものではない．不倫は夫婦関係の状況とは連動せ
ず発生しており，その規定要因は近代家族の埒外
にあるといえる．では，仮に「不倫」が近代家族
の埒外にあるとすれば，近代家族が掲げる性的排
他性とは何を意味するのか．上述した婚姻関係の
維持とその位置づけと性的排他性について，より
包括的な理解が求められるといえるだろう．
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【注】

 （1） 相模ゴム工業のウェブページでは，結婚相手・

交際相手がいる回答者を対象に，「そのお相手

以外にセックスをする人はいますか？」とい

う質問で「不倫」や浮気の回答を得ている．

本研究の趣旨から，既婚者のみにサンプルを

絞った分析を相模ゴム工業の担当者の方に依

頼し，その結果をここで提示した．よってウェ

ブページ上の数値と本研究の数値は異なって

いるが，本研究で示した数値のほうが日本に

おける「不倫」をより正確に表している．

 （2） 不倫の定義は一様ではないものの，本研究で

は配偶者以外との性的行為に絞って議論・分

析を行う．よって，例えば買春といった非継

続的な性的行為を不倫の範疇から除外しない．

 （3） Munsch （2015）は女性についても分析を行っ

ているが，仮説とは整合的な結果を提示して

いない．そのため本研究では彼女の研究のう

ち男性に関してのみ取り上げた．なお，Munsch

は2018年に同論文の修正を発表しており，結

果の頑健性は多少失われている．

 （4） セックスの頻度の選択肢は「週に 3回以上」

「週に1～2回程度」「月に2～3回程度」「月に1

回」「2ヶ月に1回」「半年に1回程度」「1年に

1回程度」「スキンシップはあるが，もうセッ

クスはしていない」「スキンシップもセックス

もしていない」である．週に3回以上は 3回，

週に 1～2回は 1回とし，単位を年とするため
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にこれに52をかけている．それ以外の選択肢

も同様の処置を行っている．

 （5） 「子どもの数」変数は一人増えるごとに「不倫」

をする確率が減る想定となっている．しかし

ながら子ども一人の意味は異なっていると考

えられる．すなわち子どもがいない家庭と子

どもが一人いる家庭間の差異は，子どもが一

人の家庭と二人の家庭間の差異より大きいで

あろう．そのため「子どもの有無」ダミーを

作成し分析したが，結果は変わらなかった．

 （6） 同居年数や配偶者年齢などもモデルに組み込

むことが可能であるが，年齢との相関が極め

て高かったため（r＞.8）年齢のみを統制する．

 （7） 収入と収入差を交互にモデルに投入したが，

男女ともに結果に変わりはなかった．

 （8） 「不倫」経験者と年収差のサンプルサイズが小

さいため，これらの変数を組み合わせた際の

分布に偏りがある可能性がある（分離（separa-

tion），もしくは疑似分離）．実際のクロス表

上は比較的まんべんなく散らばっているもの

の，念のため Firth’s logistic regression（Heinze 

and Schemper 2002）による分離を補正した検

定を行った．得られた結果は表2とほぼ変わら

なかった．
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